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第７章 参考資料 

第１節 新エネルギー導入に係る補助制度の例（平成 21 年度） 

（１） 国による補助制度（抜粋） 

現在、国や国の機関が行っている新エネルギー設備導入に係る補助制度を以下に示し

ます。補助制度については年度により実施状況が異なるため、実際にこれらの制度を活用

する場合には、各機関への問い合わせが必要です。 

地方公共
団体

企業 ＮＰＯ等 個人等 フェーズ

◇経済産業省(含：NEDO）による助成制度

地域新エネルギービジョン策定等事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 調査

地域省エネルギービジョン策定等事業 ○ ○ ○ ○ 調査

省エネルギー対策導入促進事業費補助金 ○ ○ ○ 調査

エネルギー使用合理化事業者支援事業 ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

新エネルギー等事業者支援対策事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進
事業（建築物・BEMS関係）

○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

住宅・建築物高効率エネルギーシステム導入促進
事業（住宅に係るもの）

○ ○ 導入補助

エネルギー供給事業者主導型総合省エネルギー連
携推進事業（住宅に係るもの）

○ ○ 導入補助

エネルギー供給事業者主導型総合省エネルギー連
携推進事業（建築物に係るもの）

○ ○ ○ 導入補助

グリーン物流パートナーシップ推進事業 ○ ○ 調査

物流効率化推進事業 ○ ○
調査・実
証

クリーンエネルギー自動車等導入促進対策事業 ○ ○ 導入補助

温室効果ガス排出削減支援事業 ○ ○ 導入補助

国内クレジット制度基盤整備事業 ○ ○
調査・導
入補助

中小企業を対象とした排出削減設備導入支援 ○ ○ 導入補助

住宅用太陽光発電導入支援対策費補助金 ○ ○ 導入補助

高効率給湯器、高効率空調機導入促進事業 ○ ○ ○ 導入補助

バイオマス等未活用エネルギー事業調査事業 ○ ○ ○ ○ ○ 調査

地域新エネルギー等導入促進事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
導入補
助・普及

風力発電系統連系対策助成事業 ○ ○ ○ 導入補助

地熱発電開発費補助金補助事業 ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

地熱開発促進調査 ○ ○ ○ 調査

中小水力発電開発費補助事業 ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

温
度
差
エ
ネ

太
陽
熱
利
用

対象事業者

事業名
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力
発
電

太
陽
光
発
電

省
エ
ネ
等

小
水
力
発
電

雪
氷
熱
利
用

バ
イ
オ
マ
ス

 
（資料：資源エネルギー庁「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度について」より抜粋） 
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地方公共
団体

企業 ＮＰＯ等 個人等 フェーズ

◇省エネルギーセンターによる助成制度

省エネルギー対策導入促進事業（省エネ診断） ○ ○ ○ ○ 調査

省エネルギー対策導入促進事業（ESCO導入支援） ○ ○ 調査

アイドリングストップ自動車導入促進事業（アイドリン
グストップ自動車購入補助金）

○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

アイドリングストップ自動車導入促進事業（後付アイ
ドリングストップ装置購入補助金）

○ ○ ○ ○ 導入補助

◇（財）新エネルギー財団による助成制度

中小水力発電開発促進指導事業
（未開発地点開発促進対策調査、ハイドロバレー計
画開発促進調査）

○ ○ 調査

中小水力発電開発促進指導事業費補助金 ○ ○ 調査

定置用燃料電池大規模実証事業 ○
実証・導
入補助

◇環境省による助成制度

地方公共団体対策技術率先導入補助事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

地球温暖化対策ビジネスモデルインキュベーター事
業

○ ○ ○ ○ ○
実証・導
入補助

地域協議会民生用機器導入促進事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

太陽光発電等再生可能エネルギー活用推進事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
実証・導
入補助・
普及

エコ燃料利用促進補助事業 ○ ○ ○ 導入補助

温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助
事業

○ ○ 導入補助

省エネ自然冷媒冷凍等装置導入促進事業 ○ ○ 導入補助

廃棄物処理施設における温暖化対策事業 ○ ○ 導入補助

地球温暖化を防ぐ学校エコ改修事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

低公害車普及事業低公害車普及事業 ○ 導入補助

低炭素地域づくり面的対策推進事業 ○ ○ ○ 調査

エコ住宅普及促進事業 ○ ○ ○
調査・普
及

廃棄物処理システムにおける温室効果ガス排出抑
制対策推進事業

○
調査・実
証

風力発電施設に係る適正整備推進事業 ○ ○
調査・実
証

ＥＳＴ、モビリティ・マネジメント（ＭＭ）による環境に優
しい交通の推進

○ ○
調査・普
及
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（資料：資源エネルギー庁「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度について」より抜粋） 
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地方公共
団体

企業 ＮＰＯ等 個人等 フェーズ

◇農林水産省による助成制度

森林資源活用型ニュービジネス創造対策事業 ○ ○ ○ 調査

木質資源利用ニュービジネス創出事業 ○ ○ ○ ○
調査・実
証

広域連携等バイオマス利活用推進事業 ○ ○ ○
調査・実
証・普及

地域バイオマス利活用交付金 ○ ○ ○ ○
調査・導
入補助

バイオ燃料地域利用モデル実証事業 ○ ○ ○ ○
調査・導
入補助

環境バイオマス総合対策推進事業 ○ ○
調査・普
及

ソフトセルロース利活用技術確立事業 ○ ○ ○ ○
実証・導
入補助

農山漁村活性化プロジェクト支援交付金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

強い農業づくり交付金 ○ ○ ○ 導入補助

農林・水産分野における省エネ・省資源化の推進 ○

畑地帯総合整備事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

むらづくり交付金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

農村振興総合整備事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 導入補助

農業集落排水資源循環統合補助事業 ○ ○ 導入補助

省石油型園芸技術導入推進事業 ○ ○ ○ ○ 導入補助

施設園芸脱石油イノベーション推進事業 ○ ○ ○ ○ 導入補助

畜産環境総合整備事業 ○ ○ ○ 導入補助

高機能たい肥活用エコ農業支援事業 ○ ○ 導入補助

水産系副産物活用推進モデル事業 ○ ○ 導入補助

強い水産業づくり交付金 ○ ○ 導入補助

漁村総合整備事業のうち漁業集落環境整備事業 ○ ○ 導入補助

かんがい排水事業 ○ ○ 導入補助

森林・林業・木材産業づくり交付金 ○ ○ ○ 導入補助

水産基盤整備事業 ○ ○ ○ ○ 導入補助

低炭素むらづくりモデル支援事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
調査・導
入補助・
普及

地域用水環境整備事業のうち小水力発電施設整備
等

○ ○ 導入補助
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（資料：資源エネルギー庁「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度について」より抜粋） 
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（２） 国による補助制度の内容（抜粋） 

前述の補助制度のうち、例として事業内容の概要を以下に示します（資源エネルギー庁

「エネルギー・温暖化対策に関する支援制度について」より抜粋）。 
① 新エネルギー全般を対象にしたもの 
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② 太陽光発電を対象にしたもの 

 

③ バイオマスを対象にしたもの 
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（３） 福島県による補助制度 

福島県でも「福島県新エネルギー導入推進市町村支援事業」という補助制度を設けてい

ます。その概要・補助要件は以下に示すようなものです。 
補助事業者 市 町村 支援事 業 の対象 となる補助 事業 者（以下「市町 村」という。）は、次の

いずれかに該当する者とする。 

（１）地域新エネルギービジョンを策定した県内市町村 

（２）平 成２１年 度 末 までに地 域 新 エネルギービジョンを策 定 予 定である県 内

市町村 

補助対象 

事業 

市町 村支援事業 の対象となる事業は、市 町村が、福島 県新エネルギー導入

推 進 市 町村 支 援 事業 補 助 金 交付 要 綱 に示 す新エネルギーに係る設 備をそ

の区域内の住宅又は事業所に設置しようとする者に対し、当該新エネルギー

導入に要する経費を補助する事業とし、県は、その事業に要する経費の一部

を補助する。 

補助内容 県が市町村に対して交 付する補助金額は、補助対象とする市町村事業費の

１／２以内かつ上限３，０００千円とする。 

補助要件  

新エネルギー 
の種類 

対象設備の要件 
設置者１件当たりの 

県補助金の上限額等 

太陽光発電 １ 住宅等の屋根等への設置に適した、
低圧又は高圧配電線と逆潮流有りで
連 系 した太 陽 光 発 電 システムである
もの。 

２ 電 力 会 社 と電 力 受 給 契 約 を締 結 す
るもの。 

１ｋＷ当たり１５千円を
上 限 と す る。 ただし 、
住 宅 の用 に供 する場
合 は ４ ｋ Ｗ を 上 限 と
し、その他は１０ｋＷを
上限とする。 

太陽熱利用 １ 住宅等の屋根等への設置に適した、
不凍液などの集熱媒体を強制循環す
る太陽集熱器と蓄 熱媒体を貯蔵する
太 陽 蓄 熱 槽 により構 成 される、給 湯
及 び冷 暖 房 等 の用 に供 されるソーラ
ーシステム（市 町 村がこれに準ずると
認めるものを含む）であるもの。 

左 の設備 の設 置に要
する経費の 1/20 以内
の額とする。 

小型 
風力発電 

１ 風 力エネルギーを回 転 力に変 換し、
発 電 機 を駆 動 して発 電 を行 う設 備で
あるもの。 

２ 発 電 機 の定 格 出 力が０．４ｋＷ以 上
であるもの。 

左 の設備 の設 置に要
する経費の 1/20 以内
の額とする。 

バ イ オ マ ス 発
電 ・ 熱 利 用 ・
燃料製造 

１ バイオマスを原 料 に、発 電 、熱 利 用
及び燃 料製 造のいずれかを行う設 備
であるもの。ただし、木 質 ペレットスト
ーブは対象外とする。 

２ バイオマス依 存 率 が６０％以 上 の設
備であるもの。 

市町村事業費の 1/2
以内の額とする。 

雪氷冷熱 １ 雪又 は氷（冷 凍機 器 で生産したもの
を除 く）を熱 源 とする熱 を冷 蔵 、冷 房
その他 の用 途に利 用する設 備である
もの。 

２ 冷気・冷水の流量を調 節する機能を
有 する設 備 であって、雪 氷 熱 の供 給
に直接供される設備であるもの。 

市町村事業費の 1/2
以内の額とする。 
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第２節 先進事例 

小野町で導入可能性が見込まれる、太陽光発電や太陽熱利用、バイオマス、中小水力

発電についての国内で導入されている先進事例を以下に示します。 

 

（資料：NEDO 技術開発機構「新エネ百選」より抜粋） 
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（資料：NEDO 技術開発機構「新エネ百選」より抜粋） 
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（資料：NEDO 技術開発機構「新エネ百選」より抜粋） 
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（資料：NEDO 技術開発機構「新エネ百選」より抜粋） 
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第３節 新エネルギー導入に必要な事項 

（１） 法規制等 

新エネルギー設備の設置にあたっては、新エネルギーの種別、規模、設置場所などにより

留意すべき法規制があります。以下に示すものは設備導入に関する関係法令の一例です。

設備導入にあたっては、関係機関、メーカーなどに問い合わせ、留意すべき法規制がない

か確認する必要があります。 
 

表 7-1 新エネルギー等の導入に関する関係法令の一例 

設備の設置・保安関連 

エネルギーの使 用 の合 理 化 に関 する法 律 、電 気 事 業 法 、熱 供

給 事 業 法 、建 築 基 準 法 、建 築 物 における 衛 生 的 環 境 の確 保

法、消防法、高圧ガス保安法、航空法、電波法、労働案線衛生

法・・・など 

土地利用の規制関連 

都 市再 生法 、都 市 計画 再 生法 、土地 区 画整 理 法 、農地 法、農

業 振 興地 域 の整 備に関する法 律、工場 立 地 法 、道 路 法、道 路

交 通 法、共 同溝 の整 備 等に関する特別 措 置 法 、海 岸 法、港 湾

法・・・など  

環境保全関連 

自 然 公 園 法 、森 林 法 、砂 防 法 、地 すべり等 防 止 法 、都 市 緑 地

保 全 法、文 化 財 保 護 法 、鳥 獣 保護 及び狩 猟に関する法 律 、絶

滅 のおそれのある野 生 動植 物 の主の保 存に関 する法 律、温 泉

法・・・など  

公害防止関連 

大 気汚 染防 止 法 、騒音 規 制法 、振動 規 制法 、悪臭 防止 法、水

質 汚濁防 止法 、下水 道法、河川 法、廃棄 物の処理 及び清掃に

関する法律・・・など 

 
 
特に、近年は太陽光発電の普及が進んでいることから、電気事業法関係法令による関連

項目を以下に示します。 
電気事業法によれば、太陽光発電システムは電気工作物となり、用途や規模により自家

用と一般用に分類されます。また、20kW 未満の太陽光発電システムについては、小出力

発電設備と定義されます。 
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表 7-2 電気事業関係法令 

 

（資料：NEDO 技術開発機構「太陽光発電導入ガイドブック」） 
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また、電気事業法等の関係法令により太陽光発電システムの設置に際して必要な法手

続きを以下に示します。 
 
 

表 7-3 電気工作物の区分と主な手続き 

区分 出力規模 
工事 

計画 

使用前 

検査 

使用開 

始届 

電気主任技 

術者 

保安 

規定 

1000kW 以上 届出 実施 不要 1) 選任 届出 

500kW 以上 1000kW 未満 届出 実施 不要 1) 不選任承認 届出 

20kW 以上 500kW 未満 不要 不要 不要 不選任承認 届出 

事業用及び 

自家用 

20kW 未満（高圧連系）2 ) 不要 不要 不要 不選任承認 届出 

一般 20kW 未満（低圧連系）3 ) 不要 不要 不要 不要 不要 

1) 出力 500kW 以上の電気工作物を譲渡、借用する場合には使用開始届が必要。  
2) 高圧連系の 20kW 未満は自家用電気工作物。  
3) 低圧連系の 20kW 未満、もしくは独立系システムの 20kW 未満が該当する。  

（資料：NEDO 技術開発機構「太陽光発電導入ガイドブック」） 
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（２） 設置までの流れ 

太陽光発電システムの設置までのおおまかな流れは以下に示すようなものです。 
 

 

図 7-1 一般用電気工作物における手続きフロー 

（資料：NEDO 技術開発機構「太陽光発電導入ガイドブック」） 
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系統連系を行う場合は、電力会社との協議が必要になります。町内で導入する場合は東

北電力（株）との協議になります。 
 

表 7-4 系統連系における手続きフロー 

 
（資料：NEDO 技術開発機構「太陽光発電導入ガイドブック」） 
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第４節 先進地視察 

 
 
調査先：  栃木県立のざわ特別支援学校（宇都宮市）  
 
日時：   平成 21 年 10 月 29 日（木） 10:00~12:00 

 
【視察施設概要】 

昭和 42 年 1 月に肢体に不自由のある児童生徒に対する教育を行う「特別支援学校」

として設立。平成 16 年に新校舎移転され、その建築に伴い太陽光発電設備、太陽熱

利用システムが設置される。  
 

【設置機器】 

①太陽光発電設備 

容量：206kw 
年間発電量：175MWh（平成 19,20 年度平均）  
概要：学校校舎屋上に設置され、発電電力は主に学校の開講期間は構内で使用

し、休講期間は売電を行っている。事務室に設置しているパソコンによ

りデータ管理し、発電状況は校舎の玄関に設置されたパネルに表示し環

境学習にも役立てられている。  
②太陽熱利用システム 

容量：290m2 
概要：体育館屋根に設置され、体育館の地下に一度暖められた空気を貯蔵し、

館内の壁面と床より温風を送風し空調として使用している。体育館入り

口にシステムの解説板を設置し環境学習にも役立てられている。  
 
【質疑】 

質問 1：発電した電力は自家消費しているか、それとも売電しているか？  
回答 1：基本的に自家消費し余剰分を売電しているが、現在は平日は全て消費し、土

日の発電分を売電している。  
質問 2：電力消費量のうちどれくらいを太陽光発電でまかなっているか？  
回答 2：約 20%程度（100%ではないが購入する電力のピーク電力を抑える意味で貢

献している）  
質問 3：メンテナンスはどのように行っているか？  
回答 3：機械については学校の用務員が担当しており、パッシブソーラーの定期点検

は業者に依託している。  
質問 4：清掃はどうしているか？  
回答 4：教員で対応している。故障は過去に一度原因不明の機器の破損があったがそ

れ以外は発生していない。  
質問 5：近隣への普及啓発効果はみられたか？  
回答 5：年間何十件かの見学はあるが直接的な導入効果はまだ見られない。  
質問 6：ファンコイルについてもう少し詳細に説明お願いします。  
回答 6：冷暖房設備で、温水冷水を建物に循環させて間接的に空調するもの。ただし、

休日に作動させるには規模の大きい設備のため、小規模で空調するためにエ

アコンも設置している。  
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①太陽光発電設備 

・傾斜を付け並べて設置されているパネルが

発電機器。  
・一 枚 あた り 最 大 出力は 126Ｗ で 重 量は

12.5kg ある。  
・パネルの設置を前提に建物が設計されてお

り、パネルの接地面には耐荷重を考慮した

支柱が設置されている。  

②発電状況表示パネル 

・発電状況は事務室のパソコンで 10 分ごと

にデータが管理されている。  
・玄関に設置された掲示板に現在の気温、太

陽光量、発電電力、のべ発電電力が表示さ

れる。  
・日中の発電では全体の約 20%の消費電力を

まかなっており、休校日は売電している。  

③太陽熱利用システム 

・体育館屋根に段状に設置されている。  
・汚れは基本的に雨水に流されるため清掃を

必要としない。  
・過去に一度破損があり交換したが、パネル

単位での交換が可能なため一枚のみの交

換。  

④太陽熱利用（体育館内） 

・体育館の地下に空気の貯蔵庫がある。  
・体育館壁面の丸穴が暖気の吹き出し口。  
・コート端の床からも暖気が吹き出す仕組み

になっている。  
・夏期は夜間の冷気を地下に貯めて日中に冷

房としても機能している。  
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第５節 本ビジョン策定にあたっての検討組織・経緯 

（１） 策定定員会 

 

策定委員会委員名簿 

区 分 氏 名 選出区分 備 考 

委 員 鈴木 晴彦 学識経験者 
独立行政法人国立高等専門学校機構 

福島工業高等専門学校教授 

委 員 佐藤 達哉 エネルギー供給関係者 東北電力株式会社郡山営業所長 

委 員 吉田 代吉 地場産業関係者 小野町商工会副会長 

委 員 吉田 元幸 地場産業関係者 
たむら農 業 協 同 組 合 南 部 統 括 支 店 長

兼小野支店長 

委 員 塩田 広平 地場産業関係者 ふくしま中央森林組合参事 

委 員 郡司 初夫 地場産業関係者 小野町地区酪農業協同組合総務課長 

委 員 森田 高夫 住民代表者 小野町行政区長会会長 

委 員 宍戸 毅 住民代表者 小野町商工会青年部長 

委 員 西牧 裕司 教育関係者 小野町立小野新町小学校長 

委 員 齋藤 善護 行政関係者 

福島県県中地方振興局 企画商工部副

部 長（業 務）兼 地 域づくり・商工 労 政 課

長 

委 員 伊藤 直樹 行政関係者 小野町副町長 

 

事務局 

企画商工課長 先崎 幸雄 

企画商工課副課長 村上 昭一 

企画商工課主査 引地 一紘 
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小野町地域新エネルギービジョン策定委員会設置要綱  

                              
（設 置）  
第１条 本町における新エネルギーの導入、普及推進の指針となる小野町地域新エネ

ルギービジョン（以下「ビジョン」という。）を策定するため、小野町地域新エネル

ギービジョン策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。  
 
（所掌事務）  
第２条 委員会は次の各号に掲げる事項を所掌するものとする。 

（１） 新エネルギーの導入、普及推進の施策の検討に関すること。 

（２） 前号に掲げるもののほか、ビジョン策定に係る必要な事項に関すること。 

 
（組 織） 

第３条 委員会は、委員１１名以内をもって組織する。 

２ 委員は、学識経験者、地場産業関係者、住民代表者、エネルギー供給関係者、教育

関係者、新エネルギーに関する団体関係者等のうちから町長が委嘱する。 

 
（任 期）  
第４条 委員の任期は、委嘱をした日から平成２２年２月２８日までとする。委員が

欠けた場合における補欠の委員の任期についても、同様とする。  
 
（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、委員会を代表し会務を総理する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

 

（会 議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、会議の議長となる。た だ し 、最 初 に 開

か れ る 会 議 は 、 町 長 が 招 集 す る 。  

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。  

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ

ろによる。 

４ 委員長は、必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は資料の

提出を求めることができる。 

 

（謝 金）  
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第７条 委員の謝金は、次のとおりとし、委員会の会議のため旅行した場合の費用弁

償による費用は、謝金に含むものとする。ただし、委員のうち、国、県及び町関係

者並びに公共団体関係者については支給しない。 

（１）学識経験者    会議１回につき ３０，０００円  
（２）（１）以外の者   会議１回につき  ６，０００円  

   
（庶 務）  
第８条 委員会の庶務は、企画商工課において行う。  
 
（その他）  
第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員会に諮って定める。  
 

附 則  

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年７月６日から施行する。 

（この要綱の失効）  
２ この要綱は、平成２２年２月２８日限り、その効力を失う。  
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（２） 庁内委員会 

 

庁内委員会委員名簿 

特別職 副町長 伊藤 直樹 委員長 

企画商工課 企画商工課長 先崎 幸雄 副委員長 

総務課 総務課副課長 （行革推進担当） 松本 仁  

住民生活課 住民生活課副課長（環境安全担当） 吉田 徳一  

健康福祉課 健康福祉課副課長（高齢福祉担当） 鈴木 稔  

農林振興課 
農林振興課副課長 

（農政振興・農林整備担当） 
郡司 功  

地域整備課 地域整備課副課長（地域整備担当） 宗像 喜也  

教育課 
教育課副課長 

（教育総務担当、施設整備室副室長） 
遠藤 靖次  

 

事務局 

企画商工課副課長  村上 昭一 

企画商工課主査  引地 一紘 
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小野町地域新エネルギービジョン策定庁内委員会設置要綱 

 

（設 置） 

第１条 小野町地域新エネルギービジョンの策定に関し、本町における新エネルギー

に関する現状や課題を検討するとともに、庁内の連絡調整を行うため、小野町地域新

エネルギービジョン策定庁内委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 庁内委員会は次の各号に掲げる事項を所掌するものとする。 

（１） 新エネルギーの現状や課題の検討に関すること。 

（２） 新エネルギーの普及促進に資する施策の検討に関すること。 

（３） 前各号に掲げるもののほか、新エネルギーに関し必要な事項に関すること。 

 

（組 織） 

第３条 委員会は、別表第１に掲げる職にある者をもって組織する。 

２ 委員会に委員長を置き、副町長をもって充てる。 

３ 委員会に副委員長を置き、企画商工課長をもって充てる。 

 

（任 期） 

第４条 委員の任期は、平成２２年３月３１日までとする。 

 

（委員長及び副委員長） 

第５条 委員長は、会務を総理する。 

２ 副委員長は、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときはその職務を代理す

る。 

 

（会 議） 

第６条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が会議の

議長となる。 

２ 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、意見又は資料の

提出を求めることができる。 

 

（庶 務） 

第７条 委員会の庶務は、企画商工課において行う。 

 

 

（その他） 
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第８条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委

員会に諮って定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年７月６日から施行する。 

（この要綱の失効） 

２ この要綱は、平成２２年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

別表１（第３条関係） 

副町長 

企画商工課長 

総務課副課長（行革推進担当） 

住民生活課副課長（環境安全担当） 

健康福祉課副課長（高齢福祉担当） 

農林振興課副課長（農政振興・農林整備担当） 

地域整備課副課長（地域整備担当） 

教育課副課長（教育総務担当、施設整備室副室長）  
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（３） 検討経緯 

年月日 会議・調査名 内 容 

H21.7.21(火) 第 1 回 

庁内委員会 

(1) 地域新エネルギービジョン策定の背景と目的について 

(2) 地域新エネルギービジョンの概要、全体構成について 

(3) 地域新エネルギービジョン策定スケジュールについて 

(4) アンケート調査の概要について 

(5) 先進地視察調査の候補地について 

H21.7.30(木) 第 1 回 

策定委員会 

(1) 委員長・副委員長選出 

(2) 地域新エネルギービジョン策定の背景と目的について 

(3) 地域新エネルギービジョンの概要、全体構成について 

(4) 地域新エネルギービジョン策定スケジュールについて 

(5) アンケート調査の概要について 

(6) 先進地視察調査の候補地について 

H21･8･17（月）～

8・31（月） 

アンケート調査 新エネルギーに関する意識調査 

住民 1,800 世帯 事業者 200 事業所 

H21･9･28（水） 第２回 

庁内委員会 

(1) 小野町の地域特性について 

(2) 新エネルギーの賦存量と導入可能量について 

(3) アンケート調査結果について 

(4) 新エネルギー導入の基本方針について 

H21･9・30（水） 第２回 

策定委員会 

(1) 小野町の地域特性について 

(2) 新エネルギーの賦存量と導入可能量について 

(3) アンケート調査結果について 

(4) 新エネルギー導入の基本方針について 

H21･10・29（木） 先進地視察調査 栃木県立のざわ特別支援学校（宇都宮市） 

H21･11・30（月） 第３回 

庁内委員会 

(1) 新エネルギー重点プロジェクトについて 

(2) 新エネルギー導入目標について 

(3) 新エネルギービジョン導入の推進方策について 

(4) 小野町地域新エネルギービジョン素案について 

(5) 平成 22 年度新エネルギー推進事業の実施について 

H21･12・4（金） 第３回 

策定委員会 

(1) 新エネルギー重点プロジェクトについて 

(2) 新エネルギー導入目標について 

(3) 新エネルギービジョン導入の推進方策について 

(4) 小野町地域新エネルギービジョン素案について 

H22･1・19（火） 第４回 

庁内委員会 

新エネルギービジョン報告書、概要版（案）について 

H22･1・22（金） 第４回 

策定委員会 

新エネルギービジョン報告書、概要版（案）について 
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